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１ 調査概要                                

（１）調査目的                                  

介護事業所等の民間団体代表と行政で構成する「甲賀市介護人材確保・定着促進協議会」が、より効果

的な介護人材確保・定着促進事業を市と協働で展開するための基礎資料として市内の介護施設の労働環

境や人材確保状況の実態を把握することを目的としています。 

 

（２）調査方法                                  

①事業所調査 

 郵送による配布、返信用封筒にて回収 

 ※滋賀県甲賀健康福祉事務所が発行している「介護保険サービス事業者情報（平成30年７月１日現在）」

に掲載されている市内事業所へ配布した。ただし、同一法人か同一事業所内での複数の事業をしてい

る場合は、それらを合わせて１事業所としている。 

 

②介護職員実態調査 

 郵送・持参による配布、返信用封筒にて回収 

 ※事業所調査で回答した介護職員数のうち派遣職員を除く職員に配布した。 

（３）回収結果                                  

 配布数 回収数 回収率 

①事業所調査 54 件 50 件 92.6％ 

②介護職員調査 1,204 件 499 件 41.4％ 

 

（４）報告書の見方                                  

・回答は、各質問の回答者数（ｎ）を基数とした百分率（％）で示してある。小数点第２位を四捨五入し

ているため、比率の合計が 100.0％を前後することがある。 

・複数回答を求めた質問では、回答比率の合計が 100.0％を超える。 
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２ 調査結果                                  

（１）事業所調査                                  

①介護職員数 

 事業所の介護職員数について、「21 名以上」が最も多く 38.0％、次いで「5～8名」と「13～16 名」が

それぞれ 18.0％、「9～12 名」が 14.0％となっています。 

 

 合計 平均 

介護職員数 1,225 人 24.5 人 

 正規職員 557 人 11.1 人 

非正規職員 646 人 12.9 人 

派遣 22 人 0.4 人 

 

 

 

 また、介護職員のうち、正規職員は「1～4 名」が最も多く 38.0％、非正規職員は「9～12 名」が最も

多く 24.0％、派遣は「0名」が最も多く 88.0％となっています。 

 

 

②法人の種類 

 法人の種類は、「民間企業」が最も多く 38.0％、次いで「上記以外の社会福祉法人」が 22.0％、「社会

福祉協議会」が 14.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

2.0 

38.0 

22.0 

16.0 

4.0 

2.0 

16.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0

0名

1～4名

5～8名

9～12名

13～16名

17～20名

21名以上

無回答

（％）
≪正規職員≫

2.0 

18.0 

14.0 

18.0 

10.0 

38.0 

0.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

1～4名

5～8名

9～12名

13～16名

17～20名

21名以上

無回答

(n=50) （％）

2.0 

18.0 

20.0 

24.0 

12.0 

4.0 

20.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0

0名

1～4名

5～8名

9～12名

13～16名

17～20名

21名以上

無回答

（％）
≪非正規職員≫

88.0 

8.0 

2.0 

2.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 50.0 100.0

0名

1～4名

5～8名

9～12名

13～16名

17～20名

21名以上

無回答

（％）
≪派遣≫

38.0

14.0

22.0

4.0

12.0

8.0

0.0

2.0

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

民間企業

社会福祉協議会

上記以外の社会福祉法人

医療法人

ＮＰＯ(特定非営利活動法人)

社団法人・財団法人

協同組合(農協・生協)

地方自治体(市区町村、広域連合を含む)

その他

無回答

(n=50)

（％）
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③サービスの種類 

 サービスの種類は、「通所介護」が最も多く 38.0％、次いで「訪問介護」が 28.0％、「地域密着型通所

介護」が 18.0％となっています。 

 

 

④定員数と実利用者数 

 実利用者数は、「訪問介護」が最も多く 668 人、次いで「通所介護」が 545 人、「介護老人福祉施設」が

520 人となっています。 

 サービス名 n 定員数合計 実利用者数合計 

1 訪問介護 14 140 人 668 人 

2 訪問入浴介護(介護予防含む) 2 17 人 139 人 

3 通所介護 19 502 人 545 人 

4 地域密着型通所介護 9 156 人 205 人 

5 通所リハビリテーション(介護予防含む) 7 64 人 68 人 

6 訪問リハビリテーション(予防介護含む) 0 0 人 0 人 

7 特定施設入居者生活介護(予防介護含む) 1 50 人 37 人 

8 認知症対応型通所介護(予防介護含む) 5 39 人 30 人 

9 小規模多機能型居宅介護(予防介護含む) 4 112 人 73 人 

10 認知症対応型共同生活介護(予防介護含む) 6 108 人 107 人 

11 看護小規模多機能型居宅介護 1 24 人 15 人 

12 介護老人福祉施設 8 533 人 520 人 

13 介護老人保健施設 3 229 人 186 人 

14 短期入所生活介護(予防介護含む) 8 105 人 184 人 

15 短期入所療養介護(老健)(予防介護含む) 3 129 人 80 人 

合計  2,208 人 2,857 人 

28.0

4.0

38.0

18.0

8.0

0.0

2.0

10.0

8.0

12.0

2.0

16.0

6.0

16.0

6.0

2.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

訪問介護

訪問入浴介護(介護予防含む)

通所介護

地域密着型通所介護

通所リハビリテーション(介護予防含む)

訪問リハビリテーション(予防介護含む)

特定施設入居者生活介護(予防介護含む)

認知症対応型通所介護(予防介護含む)

小規模多機能型居宅介護(予防介護含む)

認知症対応型共同生活介護(予防介護含む)

看護小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

短期入所生活介護(予防介護含む)

短期入所療養介護(老健)(予防介護含む)

無回答

(n=50)
（％）

〔複数回答〕
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⑤介護職員の過不足の状況 

 介護職員の過不足の状況は、すべてのサービスにおいて、「人員配置基準は満たしているが、十分では

ない」が最も多くなっています。                         （単位：％） 

 

サービス名 n 

人
基
配
置
基
準
以
上
の
職
員
を
雇
用
し
、 

余
裕
を
も
っ
た
運
営
を
し
て
い
る 

人
員
配
置
基
準
の
職
員
を
雇
用
し
て
お
り
、 

不
足
は
感
じ
て
い
な
い 

人
員
配
置
基
準
は
満
た
し
て
い
る
が
、 

十
分
で
は
な
い 

人
員
配
置
基
準
を
満
た
し
て
い
な
い
た
め
、 

開
所
日
数
や
利
用
定
員
数
を
制
限
し
て
い
る 

そ
の
他 

無
回
答 

1 訪問介護 14 7.1 7.1 85.7 0.0 0.0 0.0 

2 訪問入浴介護(介護予防含む) 2 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 

3 通所介護 19 21.1 21.1 52.6 0.0 0.0 5.3 

4 地域密着型通所介護 9 0.0 44.4 44.4 0.0 0.0 11.1 

5 通所リハビリテーション(介護予防含む) 7 25.0 0.0 75.0 0.0 0.0 0.0 

6 訪問リハビリテーション(予防介護含む) 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

7 特定施設入居者生活介護(予防介護含む) 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

8 認知症対応型通所介護(予防介護含む) 5 20.0 0.0 60.0 0.0 20.0 0.0 

9 小規模多機能型居宅介護(予防介護含む) 4 0.0 25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 

10 認知症対応型共同生活介護(予防介護含む) 6 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

11 看護小規模多機能型居宅介護 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 

12 介護老人福祉施設 8 12.5 0.0 87.5 0.0 0.0 0.0 

13 介護老人保健施設 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 

14 短期入所生活介護(予防介護含む) 8 12.5 25.0 62.5 0.0 0.0 0.0 

15 短期入所療養介護(老健)(予防介護含む) 3 0.0 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 

 ※網掛けが最も多い箇所 
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また、「人員配置基準は満たしているが、十分ではない」と回答した事業所に、実施しているサービス

毎にあと何人の介護職員がいれば、安定した施設運営（利用定員の受け入れが可能）が図れると思うかに

ついて聞いたところ、合計では「訪問介護」が最も多く 33 人、次いで「介護老人福祉施設」が 22 人、

「通所介護」が 17 人となっており、平均では「介護老人保健施設」と「短期入所療養介護(老健)(予防介

護含む)」がそれぞれ最も多く 5.8 人、次いで「介護老人福祉施設」が 3.1 人、「訪問介護」と「特定施設

入居者生活介護(予防介護含む)」がそれぞれ 3.0 人となっています。 

 
サービス名 n 

追加すべき介護職員数 

合計 平均 

1 訪問介護 12 33 人 3.0 人 

2 訪問入浴介護(介護予防含む) 1 1 人 1.0 人 

3 通所介護 10 17 人 1.9 人 

4 地域密着型通所介護 4 7 人 1.8 人 

5 通所リハビリテーション(介護予防含む) 3 4 人 2.0 人 

6 訪問リハビリテーション(予防介護含む) 0 0 人 0.0 人 

7 特定施設入居者生活介護(予防介護含む) 1 3 人 3.0 人 

8 認知症対応型通所介護(予防介護含む) 3 3 人 1.5 人 

9 小規模多機能型居宅介護(予防介護含む) 3 7 人 2.3 人 

10 認知症対応型共同生活介護(予防介護含む) 6 10 人 2.0 人 

11 看護小規模多機能型居宅介護 1 2 人 2.0 人 

12 介護老人福祉施設 7 22 人 3.1 人 

13 介護老人保健施設 2 12 人 5.8 人 

14 短期入所生活介護(予防介護含む) 5 6 人 1.5 人 

15 短期入所療養介護(老健)(予防介護含む) 2 12 人 5.8 人 

 合計 60 139 人 2.3 人 

 

⑥介護職員の３年以内の離職率 

 介護職員の３年以内の離職率は、「10～19％」が最も多く 26.0％、次いで「1～9％」が 24.0％、「0％」

が 20.0％で、全体の平均は 15.0％となっています。 

 

 

20.0

24.0

26.0

12.0

4.0

2.0

6.0

6.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

0％

1～9％

10～19％

20～29％

30～39％

40～49％

50％以上

無回答

(n=50)
（％）
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⑦訪問介護員、介護職員の早期離職防止や定着促進を図るための方策 

訪問介護員、介護職員の早期離職防止や定着促進を図るための方策は、「本人の希望に応じた勤務体制

にする等の労働条件の改善に取り組んでいる」が最も多く 84.0％、次いで「職場内の仕事上のコミュニ

ケーションの円滑化を図っている(定期的なミーティング、意見交換等)」が 82.0％、「残業を少なくする、

有休を取りやすくする等の労働条件に取り組んでいる」が 74.0％となっています。 

 

 

74.0

84.0

58.0

38.0

58.0

66.0

38.0

72.0

38.0

56.0

48.0

44.0

82.0

40.0

64.0

22.0

44.0

50.0

44.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

残業を少なくする、有休を取りやすくする等の

労働条件の改善に取り組んでいる

本人の希望に応じた勤務体制にする等の

労働条件の改善に取り組んでいる

能力や仕事ぶりを評価し、

賃金などの処遇に反映している

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

非正規職員から正規職員への転換の機会を設けている

新人の指導担当、アドバイザーを置いている

能力向上を充実させている

（社内研修の実施、外部研修等の受講・支援等）

管理者・リーダー層の部下育成や動機付け、

能力向上に向けた教育研修に力を入れている

仕事内容の希望を聞いて配置している

悩み、不満、不安などの相談窓口を設けている

（メンタルヘルス対策を含む）

健康対策や健康管理に力を入れている

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を図っている

（定期的なミーティング、意見交換等）

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会を設けている

業務改善や効率化等による

働きやすい職場づくりに取り組んでいる

介護ロボットやＩＣＴ等の導入による

働きやすい職場づくりに力を入れている

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深めている

（カラオケ、ボーリングなど同好会、親睦会等）

職場環境を整えている

（休憩室、談話室、出社時に座れる席の確保等）

子育てのバックアップを行っている

その他

無回答

(n=50)
（％）

〔複数回答〕
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※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

n

残
業
を
少
な
く
す
る
、
有
休
を
取
り
や
す
く
す
る
等
の
労
働
条
件
の
改
善
に
取
り
組

ん
で
い
る

本
人
の
希
望
に
応
じ
た
勤
務
体
制
に
す
る
等
の
労
働
条
件
の
改
善
に
取
り
組
ん
で
い

る 能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し
、
賃
金
な
ど
の
処
遇
に
反
映
し
て
い
る

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
を
明
示
し
て
い
る

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
を
整
備
し
て
い
る

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換
の
機
会
を
設
け
て
い
る

新
人
の
指
導
担
当
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
置
い
て
い
る

能
力
向
上
を
充
実
さ
せ
て
い
る

(

社
内
研
修
の
実
施
、
外
部
研
修
等
の
受
講
・
支
援
等
）

管
理
者
・
リ
ー
ダ
ー
層
の
部
下
育
成
や
動
機
付
け
、
能
力
向
上
に
向
け
た
教
育
研
修

に
力
を
入
れ
て
い
る

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
い
て
配
置
し
て
い
る

悩
み
、
不
満
、
不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
て
い
る

(

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
含
む

)

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
て
い
る

職
場
内
の
仕
事
上
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
を
図
っ
て
い
る

(

定
期
的
な
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
、
意
見
交
換
等

)

経
営
者
・
管
理
者
と
従
業
員
が
経
営
方
針
、
ケ
ア
方
針
を
共
有
す
る
機
会
を
設
け
て

い
る

業
務
改
善
や
効
率
化
等
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
に
取
り
組
ん
で
い
る

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
の
導
入
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
に
力
を
入
れ

て
い
る

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、
職
場
内
の
交
流
を
深
め
て
い
る

(

カ
ラ
オ
ケ
、
ボ
ー
リ
ン
グ
な
ど
同
好
会
、
親
睦
会
等

)

職
場
環
境
を
整
え
て
い
る

(

休
憩
室
、
談
話
室
、
出
社
時
に
座
れ
る
席
の
確
保
等
）

子
育
て
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
行
っ
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

50 72.0 84.0 58.0 38.0 58.0 66.0 38.0 72.0 38.0 56.0 48.0 44.0 82.0 40.0 64.0 22.0 44.0 50.0 44.0 0.0 0.0

民間企業 19 68.4 78.9 57.9 42.1 57.9 57.9 26.3 63.2 31.6 68.4 47.4 36.8 84.2 47.4 73.7 26.3 42.1 57.9 26.3 0.0 0.0

社会福祉協議会 7 71.4 85.7 71.4 28.6 42.9 71.4 0.0 100.0 28.6 42.9 71.4 42.9 85.7 42.9 100.0 0.0 0.0 28.6 71.4 0.0 0.0

上記以外の社会福祉法人 11 81.8 81.8 36.4 36.4 81.8 72.7 72.7 72.7 45.5 45.5 45.5 45.5 72.7 36.4 54.5 45.5 72.7 63.6 45.5 0.0 0.0

医療法人 2 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 100.0 0.0 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

6 83.3 100.0 83.3 16.7 50.0 83.3 16.7 66.7 33.3 50.0 16.7 66.7 66.7 50.0 50.0 16.7 33.3 50.0 50.0 0.0 0.0

社団法人・財団法人 4 75.0 100.0 50.0 75.0 50.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 25.0 100.0 25.0 25.0 0.0 75.0 0.0 75.0 0.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

1 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0

全体

法人
種別
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⑧職員を採用するための工夫 

 職員を採用するための工夫は、「介護資格や介護経験の有無にこだわらないようにしている」が最も多

く 72.0％、次いで「福祉系の教育機関出身者にこだわらないようにしている」が 66.0％、「新規学卒者や

若手にこだわらないようにしている」が 60.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.0

42.0

54.0

24.0

40.0

72.0

66.0

60.0

26.0

18.0

38.0

26.0

4.0

4.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

ハローワークや福祉人材センターを

頻繁に訪れている

求人に際し、仕事そのものの魅力や労働条件を

記載する等求人内容を工夫している

職員や知人と連絡を密に取り、

人材についての情報の提供を受けている

採用について、従来より多くコストを

かけている

自事業所の理念やアピールポイントを

ＨＰ等を介して対外的に発信している

介護資格や介護経験の有無に

こだわらないようにしている

福祉系の教育機関出身者に

こだわらないようにしている

新規学卒者や若手に

こだわらないようにしている

近隣の事業所と連携し、

採用に関し情報交換をしている

福祉系教育機関への働きかけを

積極的に行っている

採用説明会や職場体験を実施している

内定後のフォローをしっかり行っている

その他

特に行っていない

無回答

(n=50)
（％）

〔複数回答〕
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※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

n

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
や
福
祉
人
材
セ
ン
タ
ー
を
頻
繁
に
訪
れ
て
い
る

求
人
に
際
し
、
仕
事
そ
の
も
の
の
魅
力
や
労
働
条
件
を
記
載
す
る
等
求
人

内
容
を
工
夫
し
て
い
る

職
員
や
知
人
と
連
絡
を
密
に
取
り
、
人
材
に
つ
い
て
の
情
報
の
提
供
を
受

け
て
い
る

採
用
に
つ
い
て
、
従
来
よ
り
多
く
コ
ス
ト
を
か
け
て
い
る

自
事
業
所
の
理
念
や
ア
ピ
ー
ル
ポ
イ
ン
ト
を
Ｈ
Ｐ
等
を
介
し
て
対
外
的
に

発
信
し
て
い
る

介
護
資
格
や
介
護
経
験
の
有
無
に
こ
だ
わ
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
る

福
祉
系
の
養
育
機
関
出
身
者
に
こ
だ
わ
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
る

新
規
学
卒
者
や
若
手
に
こ
だ
わ
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
る

近
隣
の
事
業
所
と
連
携
し
、
採
用
に
関
し
情
報
交
換
を
し
て
い
る

福
祉
系
教
育
機
関
へ
の
働
き
か
け
を
積
極
的
に
行
っ
て
い
る

採
用
説
明
会
や
職
場
体
験
を
実
施
し
て
い
る

内
定
後
の
フ
ォ
ロ
ー
を
し
っ
か
り
行
っ
て
い
る

そ
の
他

特
に
行
っ
て
い
な
い

無
回
答

50 36.0 42.0 54.0 24.0 40.0 72.0 66.0 60.0 26.0 18.0 38.0 26.0 4.0 4.0 0.0

民間企業 19 36.8 42.1 31.6 15.8 36.8 89.5 57.9 78.9 21.1 10.5 36.8 10.5 5.3 0.0 0.0

社会福祉協議会 7 0.0 14.3 71.4 0.0 14.3 0.0 57.1 42.9 0.0 0.0 28.6 42.9 14.3 14.3 0.0

上記以外の社会福祉法人 11 63.6 45.5 36.4 54.5 54.5 90.9 90.9 54.5 36.4 27.3 63.6 45.5 0.0 0.0 0.0

医療法人 2 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

6 16.7 66.7 100.0 0.0 50.0 66.7 33.3 16.7 33.3 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0

社団法人・財団法人 4 50.0 75.0 100.0 50.0 75.0 100.0 100.0 100.0 75.0 75.0 75.0 25.0 0.0 0.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全体

法人
種別
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⑨介護職員の人材育成のための取組みにあたっての方策 

 介護職員の人材育成のための取組みにあたっての方策は、正規職員では「教育・研修計画を立ててい

る」が最も多く 72.0％、次いで「採用時の教育、研修を充実させている」が 66.0％、「能力の向上が認め

られた者は、配置や処遇に反映している」が 64.0％、非正規社員では「教育・研修計画を立てている」

が最も多く 62.0％、次いで「採用時の教育、研修を充実させている」が 60.0％、「自治体や、業界団体が

主催する教育、研修には積極的に参加させている」が 50.0％となっており、すべての方策において、正

規職員は非正規職員の割合より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

72.0

40.0

66.0

60.0

64.0

60.0

62.0

16.0

0.0

4.0

4.0

62.0

26.0

60.0

26.0

40.0

48.0

50.0

8.0

0.0

4.0

6.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

教育・研修計画を立てている

教育・研修の責任者(兼任を含む)

もしくは担当部署を決めている

採用時の教育、研修を充実させている

職員に後輩の育成経験を持たせている

能力の向上が認められた者は、

配置や処遇に反映している

法人全体(関係会社を含む)で

連携して育成に取り組んでいる

自治体や、業界団体が主催する

教育、研修には積極的に参加させている

地域の同業他社と協力、ノウハウを

共有して育成に取り組んでいる

その他

いづれも行っていない

無回答

(n=50)

正規職員 非正規職員

（％）
〔複数回答〕
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※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

n

教
育
・
研
修
計
画
を
立
て
て
い
る

教
育
・
研
修
の
責
任
者

(

兼
任
を
含
む

)

も
し
く
は
担
当
部

署
を
決
め
て
い
る

採
用
時
の
教
育
、
研
修
を
充
実
さ
せ
て
い
る

職
員
に
後
輩
の
育
成
経
験
を
持
た
せ
て
い
る

能
力
の
向
上
が
認
め
ら
れ
た
者
は
、
配
置
や
処
遇
に
反
映
し

て
い
る

法
人
全
体

(

関
係
会
社
を
含
む

)

で
連
携
し
て
育
成
に
取
り

組
ん
で
い
る

自
治
体
や
、
業
界
団
体
が
主
催
す
る
教
育
、
研
修
に
は
積
極

的
に
参
加
さ
せ
て
い
る

地
域
の
同
業
他
社
と
協
力
、
ノ
ウ
ハ
ウ
を
共
有
し
て
育
成
に

取
り
組
ん
で
い
る

そ
の
他

い
づ
れ
も
行
っ
て
い
な
い

無
回
答

正規職員 50 72.0 40.0 66.0 60.0 64.0 60.0 62.0 16.0 0.0 4.0 4.0

非正規職員 50 62.0 26.0 60.0 26.0 40.0 48.0 50.0 8.0 0.0 4.0 6.0

正規職員 19 63.2 21.1 47.4 42.1 68.4 52.6 52.6 5.3 0.0 0.0 5.3

非正規職員 19 52.6 15.8 57.9 26.3 42.1 36.8 52.6 0.0 0.0 0.0 10.5

正規職員 7 100.0 57.1 100.0 57.1 42.9 100.0 71.4 0.0 0.0 0.0 0.0

非正規職員 7 85.7 28.6 85.7 28.6 28.6 71.4 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0

正規職員 11 81.8 45.5 81.8 90.9 63.6 54.5 63.6 18.2 0.0 0.0 0.0

非正規職員 11 72.7 27.3 72.7 27.3 45.5 54.5 36.4 9.1 0.0 0.0 0.0

正規職員 2 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 50.0 0.0

非正規職員 2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0

正規職員 6 83.3 50.0 83.3 66.7 83.3 50.0 83.3 33.3 0.0 16.7 0.0

非正規職員 6 83.3 50.0 66.7 33.3 66.7 33.3 83.3 33.3 0.0 16.7 0.0

正規職員 4 50.0 50.0 50.0 75.0 75.0 75.0 75.0 50.0 0.0 0.0 25.0

非正規職員 4 50.0 50.0 25.0 0.0 25.0 100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 0.0

正規職員 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

非正規職員 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

正規職員 1 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

非正規職員 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

協同組合(農協・生協)

社団法人・財団法人

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

医療法人

上記以外の社会福祉法人

社会福祉協議会

民間企業

全体

法人
種別
 ・
雇用
形態
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⑩外国人労働者の受け入れ状況 

 外国人労働者の受け入れ状況は、「いない」が 86.0％、「いる」が 14.0％となっており、約９割の事業

所が外国人労働者を受け入れていない状況となっています。 

 また、外国人労働者を受け入れている事業所に、受入方法について聞いたところ、「ＥＰＡによる受け

入れ」が 14.3％となっています。 

 

 

 

※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いない

86.0%

いる

14.0%

無回答

0.0%
(n=50)

（単位：％）

n いない いる 無回答

50 86.0 14.0 0.0

民間企業 19 100.0 0.0 0.0

社会福祉協議会 7 71.4 28.6 0.0

上記以外の社会福祉法人 11 90.9 9.1 0.0

医療法人 2 100.0 0.0 0.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

6 66.7 33.3 0.0

社団法人・財団法人 4 50.0 50.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

1 100.0 0.0 0.0

全体

法人
種別

14.3

0.0

0.0

57.1

28.6

0.0 20.0 40.0 60.0

ＥＰＡによる受け入れ

日系人

留学生、就学生

その他

無回答

(n=7) （％）

〔複数回答〕

（単位：％）

n

ＥＰＡに
よる受け
入れ

日系人 留学生、
就学生

その他 無回答

7 14.3 0.0 0.0 57.1 28.6

民間企業 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社会福祉協議会 2 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

上記以外の社会福祉法人 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

医療法人 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

2 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

社団法人・財団法人 2 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全体

法人
種別
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⑪外国人労働者を受け入れる予定 

 今後、外国人労働者を受け入れる予定は、「ない」が 66.0％、「ある」が 30.0％となっており、約７割

の事業所が外国人労働者の受け入れ予定がない結果となっています。 

また、外国人労働者を受け入れの予定がある事業所に、検討している受け入れ方法について聞いたとこ

ろ、「ＥＰＡによる受け入れ」が最も多く 40.0％、次いで「留学生、就学生」が 20.0％、「外国人技能実

習制度による受け入れ」と「日系人」がそれぞれ 13.3％となっています。 

 

 

 

※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

ない

66.0%

ある

30.0%

無回答

4.0%
(n=50)

（単位：％）

n ない ある 無回答

50 66.0 30.0 4.0

民間企業 19 89.5 10.5 0.0

社会福祉協議会 7 42.9 28.6 28.6

上記以外の社会福祉法人 11 45.5 54.5 0.0

医療法人 2 50.0 50.0 0.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

6 83.3 16.7 0.0

社団法人・財団法人 4 25.0 75.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

1 100.0 0.0 0.0

全体

法人
種別

40.0

13.3

13.3

20.0

40.0

13.3

0.0 25.0 50.0

ＥＰＡによる受け入れ

外国人技能実習制度による受け入れ

日系人

留学生、就学生

その他

無回答

(n=15) （％）

〔複数回答〕

（単位：％）

n

ＥＰＡに
よる受け
入れ

外国人技
能実習制
度による
受け入れ

日系人 留学生、
就学生

その他 無回答

15 40.0 13.3 13.3 20.0 40.0 13.3

民間企業 2 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

社会福祉協議会 2 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

上記以外の社会福祉法人 6 16.7 16.7 16.7 0.0 33.3 16.7

医療法人 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

ＮＰＯ
(特定非営利活動法人)

1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

社団法人・財団法人 3 100.0 33.3 33.3 100.0 0.0 0.0

協同組合(農協・生協) 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

地方自治体(市区町村、広
域連合を含む)

0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全体

法人
種別
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（２）介護職員調査                                  

①年齢・性別 

 年齢は、「40 代」が最も多く 23.8％、次いで「50 代」が 22.6％、「60 代」が 18.4％となっています。 

 また、性別は、「男」が 18.0％、「女」が 79.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.2

13.6

17.4

23.8

22.6

18.4

3.6

0.2

0.0 10.0 20.0 30.0

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

無回答

(n=499) （％）

≪年齢≫

0.2

0.0

0.3

13.6

21.1

12.4

17.4

25.6

15.4

23.8

21.1

24.7

22.6

12.2

25.0

18.4

14.4

19.2

3.6

5.6

3.0

0.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

男(n=90)

女(n=396)

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 無回答

＜性別＞

男

18.0%

女

79.4%

無回答

2.6%(n=499)

≪性別≫
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②家族構成 

 家族構成について、配偶関係は、「既婚」が最も多く 66.9％、次いで「未婚」が 23.4％、「離死別」が

8.8％となっています。 

 また、扶養者等の有無は、「扶養者等はいない」が最も多く 51.7％、次いで「18 歳未満の子どもがい

る」が 26.9％、「18 歳以上の子どもがいる」が 14.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「第７回世帯動態調査」（平成 26 年、国立社会保障・人口問題研究所）によると、『離死別』（「離別」と「死別」の合計）は 13.9％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既婚

66.9%

未婚

23.4%

離死別

8.8%

無回答

0.8%

(n=499)

≪配偶関係≫

51.7

26.9

14.0

10.2

3.8

0.0 50.0 100.0

扶養者等はいない

18歳未満の子どもがいる

18歳以上の子どもがいる

介護が必要な配偶者、

または親がいる

無回答

(n=499) （％）

〔複数回答〕

≪扶養者等の有無≫

（単位：％）

n

扶養者等
はいない

18歳未満
の子ども
がいる

18歳以上
の子ども
がいる

介護が必
要な配偶
者、また
は親がい
る

無回答

499 51.7 26.9 14.0 10.2 3.8

男 90 48.9 32.2 7.8 11.1 4.4

女 396 52.8 25.8 15.7 9.8 3.3

全体

性別

66.9

64.4

68.2

23.4

33.3

21.0

8.8

2.2

10.1

0.8

0.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

男(n=90)

女(n=396)

既婚 未婚 離死別 無回答

＜性別＞
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③所属 

 所属している施設・事業所は、「施設系」が最も多く 38.3％、次いで「通所系」が 26.7％、「訪問系」

が 19.2％となっています。 

 

 

 ※地域密着型サービス：グループホーム・小規模多機能・看護小規模多機能等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.3

60.0

32.3

26.7

14.4

30.1

19.2

3.3

23.2

14.4

18.9

13.6

0.4

1.1

0.3

1.0

2.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

男(n=90)

女(n=396)

施設系 通所系 訪問系 地域密着型サービス その他 無回答

＜性別＞
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④勤務体制 

 夜勤勤務をしているかについては、「はい」が 30.3％、「いいえ」が 69.5％となっています。 

 また、夜勤勤務をしている人に、勤務体制について聞いたところ、「２交代制（17 時間勤務）」が 58.9％、

「３交代制（９時間勤務）」が 26.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.3

62.2

23.0

20.1

63.2

22.7

56.0

1.5

0.0

56.9

69.5

37.8

77.0

79.9

36.8

77.3

44.0

98.5

100.0

43.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

男(n=90)

女(n=396)

既婚(n=334)

未婚(n=117)

離死別(n=44)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

はい いいえ 無回答

＜性別＞

＜配偶関係別＞

＜所属別＞

58.9

55.4

61.5

59.7

58.1

60.0

26.5

35.7

22.0

26.9

27.0

20.0

14.6

8.9

16.5

13.4

14.9

20.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=151)

男(n=56)

女(n=91)

既婚(n=67)

未婚(n=74)

離死別(n=10)

２交代制（17時間勤務） ３交代制（９時間勤務） 無回答

＜性別＞

＜配偶関係別＞
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⑤経験年数 

 他法人も含めた経験年数は、「10～15 年」が最も多く 17.4％、次いで「６～９年」が 15.8％、「16～19

年」が 8.2％となっています。 

 

 全体 施設系 通所系 訪問系 地域密着型サービス 

平均経験年数 10.3 年 8.6 年 11.9 年 11.8 年 10.2 年 

 

 現在の職場の経験年数は、「１年以下」が最も多く 23.8％、次いで「６～９年」が 18.4％、「２～３年」

が 17.2％となっています。 

 

 全体 施設系 通所系 訪問系 地域密着型サービス 

平均経験年数 10.4 年 16.8 年 6.8 年 8.0 年 4.0 年 

  

6.0

8.4

4.5

2.1

6.9

5.2

7.3

3.8

3.1

5.6

7.6

8.9

8.3

6.3

5.6

15.8

16.8

12.0

14.6

23.6

17.4

17.3

18.8

22.9

8.3

8.2

6.3

11.3

7.3

9.7

5.4

2.6

8.3

5.2

6.9

34.3

32.5

33.1

38.5

33.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

１年以下 ２～３年 ４～５年 ６～７年 10～15年 16～19年 20年以上 無回答

≪他法人も含めた経験年数≫

＜所属別＞

23.8

29.8

18.0

13.5

31.9

17.2

16.8

20.3

10.4

20.8

11.0

11.5

10.5

12.5

9.7

18.4

16.2

15.8

26.0

20.8

15.0

12.6

23.3

14.6

6.9

3.2

2.6

4.5

5.2

0.0

1.2

0.5

0.8

4.2

0.0

10.0

9.9

6.8

13.5

9.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

１年以下 ２～３年 ４～５年 ６～７年 10～15年 16～19年 20年以上 無回答

≪現在の職場の経験年数≫

＜所属別＞
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介護職として就労した法人数は、「１法人」が最も多く 43.9％、次いで「２法人」が 20.4％、「３法

人」が 8.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.9

56.7

41.4

48.1

47.0

41.1

33.3

20.4

17.8

21.0

18.5

20.5

25.3

18.8

8.4

8.9

8.3

10.6

8.3

2.1

13.0

4.8

0.0

5.6

2.1

5.3

6.3

8.7

22.4

16.7

23.7

20.6

18.9

25.3

26.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

男(n=90)

女(n=396)

施設系(n=189)

通所系(n=132)

訪問系(n=95)

地域密着型サービス(n=69)

１法人 ２法人 ３法人 ４法人以上 無回答

＜性別＞

＜所属別＞
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⑥仕事に関する希望 

 仕事に関する希望は、「今の仕事を続けたい」が最も多く 62.5％、次いで「わからない」が 30.7％、「働

きたくない」が 6.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

62.5

100.0

60.3

57.5

66.4

60.2

62.0

88.9

66.7

60.6

66.8

54.7

54.5

63.9

63.9

61.5

56.9

30.7

0.0

35.3

39.1

26.9

30.1

30.4

5.6

26.7

32.6

27.2

37.6

36.4

28.8

30.8

32.3

34.7

6.2

0.0

4.4

3.4

6.7

8.0

7.6

5.6

6.7

6.3

5.7

7.7

6.8

6.8

5.3

5.2

8.3

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

1.8

0.0

0.0

0.0

0.5

0.3

0.0

2.3

0.5

0.0

1.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

10代(n=1)

20代(n=68)

30代(n=87)

40代(n=119)

50代(n=113)

60代(n=92)

70代(n=18)

男(n=90)

女(n=396)

既婚(n=334)

未婚(n=117)

離死別(n=44)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

今の仕事を続けたい わからない 働きたくない 無回答

＜年代別＞

＜性別＞

＜配偶関係別＞

＜所属別＞
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⑦雇用形態 

 雇用形態は、「正規職員」が 46.5％、「非正規職員（嘱託・パート等）」が 53.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.5

100.0

79.4

63.2

51.3

40.7

14.1

11.1

72.2

40.4

35.6

81.2

36.4

55.5

39.8

38.5

47.2

53.1

0.0

20.6

35.6

48.7

59.3

85.9

88.9

26.7

59.6

64.1

18.8

63.6

44.0

60.2

61.5

52.8

0.4

0.0

0.0

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

0.0

0.3

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

10代(n=1)

20代(n=68)

30代(n=87)

40代(n=119)

50代(n=113)

60代(n=92)

70代(n=18)

男(n=90)

女(n=396)

既婚(n=334)

未婚(n=117)

離死別(n=44)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

正規職員 非正規職員（嘱託・パート等） 無回答

＜年代別＞

＜性別＞

＜配偶関係別＞

＜所属別＞
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 また、非正規職員（嘱託・パート等）の人に、正規職員として働きたいかについて聞いたところ、「は

い」が 17.4％、「いいえ」が 80.8％となっており、約２割の非正規職員が正規職員としての就労希望があ

る結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

17.4

0.0

50.0

32.3

24.1

10.4

8.9

6.3

41.7

14.8

16.4

27.3

17.9

23.8

18.8

8.5

15.8

80.8

0.0

50.0

67.7

70.7

88.1

91.1

87.5

58.3

83.1

81.3

72.7

82.1

73.8

80.0

89.8

81.6

1.9

0.0

0.0

0.0

5.2

1.5

0.0

6.3

0.0

2.1

2.3

0.0

0.0

2.4

1.3

1.7

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=265)

10代(n=0)

20代(n=14)

30代(n=31)

40代(n=58)

50代(n=67)

60代(n=79)

70代(n=16)

男(n=24)

女(n=236)

既婚(n=214)

未婚(n=22)

離死別(n=28)

施設系(n=84)

通所系(n=80)

訪問系(n=59)

地域密着型サービス(n=38)

はい いいえ 無回答

＜年代別＞

＜性別＞

＜配偶関係別＞

＜所属別＞
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⑧資格 

 取得している資格は、「介護福祉士」が最も多く 54.9％、次いで「介護職員初任者研修（ホームヘルパ

ー２級）」が 46.5％、「実務者研修（ホームヘルパー１級）」が 13.8％となっています。 

 

 

 

    ※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.5

13.8

54.9

7.6

3.6

11.8

13.2

0.6

0.0 20.0 40.0 60.0

介護職員初任者研修（ホームヘルパー２級）

実務者研修（ホームヘルパー１級）

介護福祉士

ケアマネジャー

社会福祉士

その他

現在は資格を取得していない

無回答

(n=499)
（％）

≪取得している資格≫

〔複数回答〕

（単位：％）

n

介護職員
初任者研
修（ホー
ムヘル
パー２
級）

実務者研
修（ホー
ムヘル
パー１
級）

介護福祉
士

ケアマネ
ジャー

社会福祉
士

その他 現在は資
格を取得
していな
い

無回答

499 46.5 13.8 54.9 7.6 3.6 11.8 13.2 0.6

10代 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20代 68 38.2 17.6 51.5 0.0 1.5 8.8 22.1 0.0

30代 87 37.9 13.8 72.4 8.0 5.7 21.8 8.0 0.0

40代 119 42.9 21.0 63.0 8.4 4.2 8.4 7.6 2.5

50代 113 58.4 8.0 55.8 11.5 4.4 9.7 8.0 0.0

60代 92 48.9 9.8 38.0 8.7 2.2 10.9 20.7 0.0

70代 18 50.0 5.6 16.7 0.0 0.0 16.7 38.9 0.0

男 90 36.7 14.4 51.1 12.2 10.0 7.8 18.9 0.0

女 396 48.7 13.4 56.3 6.6 2.0 12.6 11.9 0.8

施設系 191 35.1 14.7 53.4 7.9 4.7 7.9 22.0 0.0

通所系 133 51.1 10.5 52.6 4.5 3.0 21.1 8.3 1.5

訪問系 96 65.6 9.4 69.8 6.3 1.0 8.3 2.1 0.0

地域密着型サービス 72 43.1 23.6 45.8 13.9 5.6 11.1 12.5 1.4

正規職員 232 40.1 15.5 72.8 11.6 5.2 14.2 7.8 0.4

非正規職員 265 52.1 12.1 39.2 4.2 2.3 9.8 18.1 0.8

年代

性別

全体

所属

雇用
形態
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 また、今後、取得したい資格は、「資格は取得しない」が最も多く 41.9％、次いで「ケアマネジャー」

が 23.2％、「介護福祉士」が 20.0％となっていますが、「資格は取得しない」では、40 代以降で年齢が上

がるにつれて割合が高くなっています。 

 

 

 

※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.0

6.4

20.0

23.2

11.8

6.8

41.9

5.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

介護職員初任者研修（ホームヘルパー２級）

実務者研修（ホームヘルパー１級）

介護福祉士

ケアマネジャー

社会福祉士

その他

資格は取得しない

無回答

(n=499)
（％）

≪今後、取得したい資格≫

〔複数回答〕

（単位：％）

n

介護職員
初任者研
修（ホー
ムヘル
パー２
級）

実務者研
修（ホー
ムヘル
パー１
級）

介護福祉
士

ケアマネ
ジャー

社会福祉
士

その他 資格は取
得しない

無回答

499 3.0 6.4 20.0 23.2 11.8 6.8 41.9 5.2

10代 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20代 68 5.9 10.3 36.8 45.6 17.6 8.8 14.7 0.0

30代 87 4.6 8.0 14.9 37.9 23.0 5.7 26.4 6.9

40代 119 3.4 4.2 25.2 26.1 11.8 10.1 31.1 5.0

50代 113 1.8 8.0 15.9 15.0 8.8 3.5 54.9 5.3

60代 92 1.1 3.3 13.0 4.3 3.3 6.5 66.3 8.7

70代 18 0.0 5.6 0.0 0.0 0.0 5.6 88.9 0.0

男 90 2.2 10.0 25.6 31.1 24.4 5.6 33.3 6.7

女 396 3.3 5.8 18.7 21.5 9.1 7.1 43.9 5.1

施設系 191 5.2 6.3 24.1 28.8 13.6 6.8 36.1 4.2

通所系 133 1.5 6.8 13.5 18.0 8.3 7.5 47.4 7.5

訪問系 96 0.0 5.2 13.5 21.9 11.5 5.2 50.0 4.2

地域密着型サービス 72 2.8 5.6 27.8 19.4 13.9 8.3 36.1 4.2

正規職員 232 3.9 4.3 17.2 34.5 19.0 8.6 31.0 4.7

非正規職員 265 2.3 8.3 22.3 13.6 5.3 5.3 51.7 5.7

全体

性別

年代

雇用
形態

所属
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 さらに、取得している資格と取得したい資格を比較すると、実務者研修（ホームヘルパー１級）では

「介護福祉士」が最も多く 52.2％となっていますが、それ以外においては「資格は取得しない」が多く

なっており、事業所における介護職員の人材育成のための取組みに課題があることが想定されます。 

 

 

   ※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

介護職員
初任者研
修（ホー
ムヘル
パー２
級）

実務者研
修（ホー
ムヘル
パー１
級）

介護福祉
士

ケアマネ
ジャー

社会福祉
士

その他 資格は取
得しない

無回答

499 3.0 6.4 20.0 23.2 11.8 6.8 41.9 5.2

介護職員初任者研修
（ホームヘルパー２級）

232 0.0 9.9 25.0 22.0 13.4 4.7 40.5 5.2

実務者研修
（ホームヘルパー１級）

69 0.0 0.0 52.2 27.5 20.3 8.7 18.8 4.3

介護福祉士 274 0.7 1.1 0.0 32.5 15.3 9.5 45.6 5.1

ケアマネジャー 38 0.0 0.0 2.6 0.0 13.2 13.2 55.3 15.8

社会福祉士 18 0.0 0.0 5.6 22.2 5.6 16.7 38.9 11.1

その他 59 1.7 1.7 6.8 27.1 20.3 11.9 44.1 1.7

現在は資格を取得していない 66 16.7 10.6 24.2 7.6 4.5 6.1 48.5 7.6

今後、取得したい資格

n

取
得
し
て
い
る
資
格

全体
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⑨キャリア 

 キャリアについて、「介護の仕事がファーストキャリアである」が 29.3％、「介護の仕事をする前に違

う仕事をしていた」が 69.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.3

100.0

72.1

58.6

21.8

9.7

7.6

5.6

36.7

27.8

22.5

55.6

13.6

39.3

25.6

19.8

25.0

43.1

17.4

69.9

0.0

26.5

40.2

78.2

89.4

92.4

88.9

62.2

71.7

76.9

43.6

84.1

59.7

73.7

80.2

73.6

56.0

81.9

0.8

0.0

1.5

1.1

0.0

0.9

0.0

5.6

1.1

0.5

0.6

0.9

2.3

1.0

0.8

0.0

1.4

0.9

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

10代(n=1)

20代(n=68)

30代(n=87)

40代(n=119)

50代(n=113)

60代(n=92)

70代(n=18)

男(n=90)

女(n=396)

既婚(n=334)

未婚(n=117)

離死別(n=44)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

正規職員(n=232)

非正規職員(n=265)

介護の仕事がファーストキャリアである

介護の仕事をする前に違う仕事をしていた

無回答

＜性別＞

＜年代別＞

＜配偶関係別＞

＜所属別＞

＜雇用形態別＞
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⑩情報の取得先 

 日常生活の情報（ニュース・ショッピング・行政情報等）の取得先は、第１位では「テレビ」「スマー

トフォン・携帯電話」がそれぞれ最も多く 38.7％、第２位では「テレビ」が最も多く 38.7％、第３位で

は「新聞」が最も多く 26.9％となっています。 

 

 

 

※網掛けが最も多い箇所 

 

10.6

38.7

1.8

38.7

0.4

9.8

0.0 25.0 50.0

新聞

テレビ

パソコン・タブレット

スマートフォン・携帯電話

その他

無回答

(n=499)

第１位

20.2

38.7

6.0

23.4

1.4

10.2

0.0 25.0 50.0

26.9

10.6

19.4

16.0

7.0

20.0

0.0 25.0 50.0

（％）（％）（％） 第２位 第３位≪日常生活の情報≫

64.5

95.2

33.1

86.0

10.4

0.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

新聞

テレビ

パソコン・タブレット

スマートフォン・携帯電話

その他

無回答

(n=499)
（％）

〔複数回答〕

（単位：％）

n

新聞 テレビ パソコ
ン・タブ
レット

スマート
フォン・
携帯電話

その他 無回答

499 64.5 95.2 33.1 86.0 10.4 0.2

10代 1 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

20代 68 44.1 98.5 60.3 98.5 10.3 0.0

30代 87 43.7 92.0 35.6 93.1 9.2 0.0

40代 119 54.6 92.4 30.3 94.1 11.8 0.8

50代 113 81.4 97.3 28.3 87.6 6.2 0.0

60代 92 84.8 96.7 21.7 67.4 14.1 0.0

70代 18 100.0 94.4 22.2 38.9 11.1 0.0

男 90 60.0 90.0 52.2 83.3 6.7 0.0

女 396 66.2 96.5 29.0 86.9 11.1 0.0

施設系 191 58.6 96.3 42.4 88.0 9.4 0.5

通所系 133 69.2 92.5 22.6 81.2 12.0 0.0

訪問系 96 70.8 97.9 29.2 86.5 10.4 0.0

地域密着型サービス 72 66.7 94.4 33.3 90.3 9.7 0.0

正規職員 232 52.2 94.4 42.2 91.8 9.9 0.4

非正規職員 265 75.8 95.8 24.5 81.1 10.6 0.0

性別

年代

全体

雇用
形態

所属
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また、就労情報の取得先は、第１位では「折込チラシ」が最も多く 33.9％、第２位では「折込チラシ」

が最も多く 22.8％、第３位では「ハローワーク」が最も多く 17.4％となっています。 

第１位の２番目には「スマートフォン・携帯電話」が 20.2％となっており、特に若い世代に対しては

「スマートフォン・携帯電話」による情報発信を検討する必要性があると考えられます。 

 

 

 

※網掛けが最も多い箇所 

19.0

33.9

1.8

20.2

12.6

1.4

0.8

0.2

0.8

9.2

0.0 20.0 40.0

ハローワーク

折込チラシ

パソコン・タブレット

スマートフォン・携帯電話

友人・知人等の人

フリーペーパー

滋賀県介護・福祉人材センター

紹介登録業者

その他

無回答

(n=499)

第１位≪就労情報≫

20.0

22.8

5.4

13.4

17.0

3.0

4.0

0.0

0.2

14.0

0.0 20.0 40.0

17.4

12.8

7.4

13.0

15.2

7.8

3.2

0.8

0.4

21.8

0.0 20.0 40.0
第２位 第３位（％） （％） （％）

60.7

73.9

17.0

50.7

49.9

16.2

11.6

3.6

2.4

2.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

ハローワーク

折込チラシ

パソコン・タブレット

スマートフォン・携帯電話

友人・知人等の人

フリーペーパー

滋賀県介護・福祉人材センター

紹介登録業者

その他

無回答

(n=499)

（％）

〔複数回答〕

（単位：％）

n

ハロー
ワーク

折込チラ
シ

パソコ
ン・タブ
レット

スマート
フォン・
携帯電話

友人・知
人等の人

フリー
ペーパー

滋賀県介
護・福祉
人材セン
ター

紹介登録
業者

その他 無回答

499 60.7 73.9 17.0 50.7 49.9 16.2 11.6 3.6 2.4 2.4

10代 1 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20代 68 45.6 67.6 25.0 85.3 44.1 17.6 8.8 2.9 4.4 1.5

30代 87 66.7 59.8 18.4 66.7 44.8 19.5 14.9 4.6 0.0 0.0

40代 119 62.2 72.3 13.4 53.8 43.7 16.0 9.2 3.4 1.7 2.5

50代 113 60.2 86.7 18.6 44.2 50.4 15.9 11.5 4.4 1.8 0.9

60代 92 68.5 80.4 14.1 19.6 66.3 15.2 13.0 3.3 3.3 3.3

70代 18 38.9 61.1 11.1 16.7 55.6 5.6 16.7 0.0 11.1 22.2

男 90 65.6 58.9 26.7 61.1 37.8 11.1 17.8 3.3 4.4 1.1

女 396 59.8 77.3 15.2 48.5 53.3 17.4 10.1 3.5 2.0 2.5

施設系 191 61.3 70.2 22.0 57.1 47.1 20.4 13.6 5.2 2.6 2.1

通所系 133 63.9 77.4 9.8 41.4 47.4 15.8 9.8 2.3 2.3 3.8

訪問系 96 53.1 80.2 19.8 47.9 51.0 14.6 8.3 3.1 2.1 3.1

地域密着型サービス 72 62.5 70.8 13.9 54.2 63.9 9.7 13.9 2.8 2.8 0.0

正規職員 232 58.6 68.5 21.1 60.3 43.1 15.5 13.8 3.9 3.0 2.6

非正規職員 265 62.6 78.9 13.2 41.9 55.8 17.0 9.8 3.4 1.9 2.3

雇用
形態

所属

性別

年代

全体
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⑪早期離職防止や定着促進を図るために必要な方策 

早期離職防止や定着促進を図るために必要な方策は、「残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする

等の労働条件の改善」が最も多く 63.1％、次いで「能力や仕事ぶりを評価し、賃金などの処遇に反映さ

せる」が 62.7％、「業務改善や効率化等による働きやすい職場づくり」が 50.3％となっています。 

 

 

63.1

45.5

62.7

14.0

34.7

25.5

32.3

26.1

26.3

23.6

40.3

23.4

45.7

21.0

50.3

12.2

21.2

37.7

39.3

6.4

0.8

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

残業を少なくする、有給休暇を取りやすくする等の

労働条件の改善

本人の希望に応じた勤務体制にする等の

労働条件の改善

能力や仕事ぶりを評価し、

賃金などの処遇に反映させる

職員の仕事内容と必要な能力等を明示している

キャリアに応じた給与体系を整備している

非正規職員から正規職員への転換の機会を設ける

新人の指導担当・アドバイザーを置く

能力向上の充実

（社内研修の実施、外部研修等の受講・支援等）

管理者・リーダー層の部下育成や動機付け、

能力向上に向けた教育研修に力を入れる

仕事内容の希望を聞いて配置する

悩み、不満、不安などの相談窓口を設ける

（メンタルヘルス対策を含む）

健康対策や健康管理に力を入れる図る

（定期的なミーティング、意見交換等）

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化を

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会を設ける

業務改善や効率化等による

働きやすい職場づくり

介護ロボットやＩＣＴ等の導入による

働きやすい職場づくりに力を入れる

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深める

（カラオケ、ボーリングなど同好会、親睦会、年金・退職金制度等）

職場環境を整える

（休憩室、談話室、出社時に座れる席の確保等）

子育てをバックアップする

その他

無回答

(n=499)

（％）

〔複数回答〕
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※網掛けが最も多い箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

n

残
業
を
少
な
く
す
る
、
有
給
休
暇
を
取
り
や
す
く
す
る
等
の
労
働
条
件
の
改
善

本
人
の
希
望
に
応
じ
た
勤
務
体
制
に
す
る
等
の
労
働
条
件
の
改
善

能
力
や
仕
事
ぶ
り
を
評
価
し
、
賃
金
な
ど
の
処
遇
に
反
映
さ
せ
る

職
員
の
仕
事
内
容
と
必
要
な
能
力
等
を
明
示
し
て
い
る

キ
ャ
リ
ア
に
応
じ
た
給
与
体
系
を
整
備
し
て
い
る

非
正
規
職
員
か
ら
正
規
職
員
へ
の
転
換
の
機
会
を
設
け
る

新
人
の
指
導
担
当
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
置
く

能
力
向
上
の
充
実

（
社
内
研
修
の
実
施
、
外
部
研
修
等
の
受
講
・
支
援
等
）

管
理
者
・
リ
ー
ダ
ー
層
の
部
下
育
成
や
動
機
付
け
、
能
力
向
上
に
向
け
た
教
育
研
修

に
力
を
入
れ
る

仕
事
内
容
の
希
望
を
聞
い
て
配
置
す
る

悩
み
、
不
満
、
不
安
な
ど
の
相
談
窓
口
を
設
け
る

（
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
を
含
む
）

健
康
対
策
や
健
康
管
理
に
力
を
入
れ
る
図
る

（
定
期
的
な
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
、
意
見
交
換
等
）

職
場
内
の
仕
事
上
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
円
滑
化
を

経
営
者
・
管
理
者
と
従
業
員
が
経
営
方
針
、
ケ
ア
方
針
を
共
有
す
る
機
会
を
設
け
る

業
務
改
善
や
効
率
化
等
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り

介
護
ロ
ボ
ッ
ト
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
等
の
導
入
に
よ
る
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
に
力
を
入
れ

る 福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
、
職
場
内
の
交
流
を
深
め
る

（
カ
ラ
オ
ケ
、
ボ
ー
リ
ン
グ
な
ど
同
好
会
、
親
睦
会
、
年
金
・
退
職
金
制
度
等
）

職
場
環
境
を
整
え
る

（
休
憩
室
、
談
話
室
、
出
社
時
に
座
れ
る
席
の
確
保
等
）

子
育
て
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る

そ
の
他

無
回
答

499 63.1 45.5 62.7 14.0 34.7 25.5 32.3 26.1 26.3 23.6 40.3 23.4 45.7 21.0 50.3 12.2 21.2 37.7 39.3 6.4 0.8

10代 1 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20代 68 72.1 52.9 60.3 13.2 30.9 22.1 36.8 25.0 30.9 26.5 44.1 25.0 55.9 13.2 57.4 14.7 35.3 48.5 48.5 4.4 0.0

30代 87 62.1 35.6 64.4 26.4 41.4 24.1 37.9 26.4 26.4 25.3 35.6 25.3 42.5 28.7 54.0 16.1 26.4 35.6 47.1 6.9 0.0

40代 119 70.6 50.4 68.1 14.3 41.2 29.4 31.9 25.2 31.1 25.2 38.7 19.3 43.7 22.7 50.4 10.9 20.2 33.6 44.5 7.6 0.8

50代 113 58.4 45.1 66.4 10.6 38.9 23.9 27.4 23.0 23.9 24.8 41.6 25.7 46.0 20.4 51.3 12.4 13.3 38.1 31.0 9.7 0.9

60代 92 56.5 42.4 52.2 7.6 17.4 22.8 31.5 28.3 19.6 20.7 45.7 19.6 43.5 17.4 43.5 9.8 13.0 38.0 33.7 1.1 2.2

70代 18 44.4 44.4 61.1 11.1 38.9 44.4 27.8 44.4 27.8 5.6 27.8 44.4 44.4 22.2 33.3 5.6 38.9 33.3 16.7 5.6 0.0

男 90 60.0 31.1 65.6 23.3 45.6 22.2 35.6 23.3 28.9 15.6 43.3 26.7 36.7 20.0 46.7 23.3 30.0 36.7 38.9 10.0 0.0

女 396 64.1 48.7 61.9 12.1 32.8 26.5 31.6 27.0 25.8 25.3 39.4 23.0 47.7 21.0 50.8 9.6 19.4 38.6 40.2 5.1 1.0

施設系 191 63.4 44.5 61.8 17.8 36.1 21.5 44.5 25.1 31.9 25.7 50.8 26.7 45.5 22.0 61.3 22.0 26.7 41.4 42.4 6.8 0.5

通所系 133 66.9 42.9 67.7 9.0 35.3 33.8 24.8 26.3 25.6 17.3 28.6 23.3 45.1 24.1 45.9 4.5 22.6 36.8 39.1 6.0 0.8

訪問系 96 63.5 61.5 61.5 9.4 29.2 25.0 20.8 25.0 18.8 30.2 32.3 20.8 50.0 12.5 44.8 4.2 11.5 32.3 38.5 5.2 1.0

地域密着型サービス 72 54.2 33.3 58.3 20.8 38.9 20.8 29.2 29.2 23.6 23.6 44.4 19.4 40.3 23.6 38.9 12.5 18.1 38.9 36.1 6.9 1.4

正規職員 232 70.3 43.1 66.4 15.9 42.7 22.4 31.0 27.6 28.4 23.7 42.7 24.1 44.0 23.7 56.0 14.7 27.6 38.8 42.2 9.5 0.0

非正規職員 265 57.0 47.5 59.6 12.5 27.5 28.3 33.6 24.9 24.2 23.8 38.1 22.6 46.8 18.5 45.3 9.8 15.5 36.6 37.0 3.4 1.5

所属

雇用
形態

全体

年代

性別
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 事業所調査と比較すると、「能力向上の充実」が最も差が大きく 45.9 ポイントとなっており、事業所と

しては実施しているものの、職員としてはあまり必要性を感じていないことが分かります。 

 また、「残業を少なくする、有休を取りやすくする等の労働条件の改善」や「能力や仕事ぶりを評価し、  

賃金などの処遇に反映」では、どちらの調査においても高い割合となっており、事業所としては実施して

いるものの、職員としてはさらに充実してほしいということが分かります。 

 

63.1

45.5

62.7

14.0

34.7

25.5

32.3

26.1

26.3

23.6

40.3

23.4

45.7

21.0

50.3

12.2

21.2

37.7

39.3

6.4

0.8

74.0

84.0

58.0

38.0

58.0

66.0

38.0

72.0

38.0

56.0

48.0

44.0

82.0

40.0

64.0

22.0

44.0

50.0

44.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

残業を少なくする、有休を取りやすくする等の

労働条件の改善

本人の希望に応じた勤務体制にする等の

労働条件の改善

能力や仕事ぶりを評価し、

賃金などの処遇に反映

職員の仕事内容と必要な能力等の明示

キャリアに応じた給与体系の整備

非正規職員から正規職員への転換の機会の設置

新人の指導担当、アドバイザーの配置

能力向上の充実

管理者・リーダー層の部下育成や動機付け、

能力向上に向けた教育研修の充実

仕事内容の希望を聞いて配置

悩み、不満、不安などの相談窓口の設置

健康対策や健康管理の充実

職場内の仕事上のコミュニケーションの円滑化

経営者・管理者と従業員が経営方針、

ケア方針を共有する機会の設置

業務改善や効率化等による

働きやすい職場づくり

介護ロボットやＩＣＴ等の導入による

働きやすい職場づくり

福利厚生を充実させ、職場内の交流を深める

職場環境を整備

子育てのバックアップ

その他

無回答

介護職員調査(n=499)

≪事業所にしてほしいこと≫

事業所調査(n=50)

≪事業所がしていること≫

〔複数回答〕
（％）
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⑫仕事の継続希望 

 今後も、この仕事を続けていきたいかについては、「はい」が 77.0％、「いいえ」が 14.0％となってい

ます。 

 施設別にみると、地域密着型サービスで「はい」が 72.2％と最も少なくなっていますが、夜勤勤務が

あることや職場での経験年数が短いことなどが想定されます。 

 

 
 

77.0

100.0

75.0

78.2

84.0

73.5

71.7

77.8

76.7

76.3

78.1

73.5

77.3

78.0

77.4

77.1

72.2

74.1

79.2

14.0

0.0

16.2

13.8

10.1

15.9

16.3

11.1

17.8

13.6

13.2

16.2

13.6

12.0

15.8

13.5

16.7

17.7

10.9

9.0

0.0

8.8

8.0

5.9

10.6

12.0

11.1

5.6

10.1

8.7

10.3

9.1

9.9

6.8

9.4

11.1

8.2

9.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=499)

10代(n=1)

20代(n=68)

30代(n=87)

40代(n=119)

50代(n=113)

60代(n=92)

70代(n=18)

男(n=90)

女(n=396)

既婚(n=334)

未婚(n=117)

離死別(n=44)

施設系(n=191)

通所系(n=133)

訪問系(n=96)

地域密着型サービス(n=72)

正規職員(n=232)

非正規職員(n=265)

はい いいえ 無回答

＜性別＞

＜年代別＞

＜配偶関係別＞

＜雇用形態別＞

＜所属別＞
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３ 調査結果から見える傾向（現状分析）                            

（１）事業所調査                                  

調査結果⑤ 介護職員の過不足の状況（事業所調査票問２④⑤）※Ｐ４参照 

 訪問介護は有資格者の確保というハードルがあり、不足数が多いのは理解できる。今後、緩和型サービ

スの担い手研修修了者を就労に結びつけることで、一定の人材不足解消につながると考えられる。 

 

（２）介護職員調査                                  

調査結果② 家族構成（介護職員調査票 問２）※Ｐ15 参照 

 母子家庭の割合が約 10％。他産業に比べこの層の雇用率が高いと思われる。 

 

調査結果⑧ 資格（介護職員調査票 問７－１、問７－２）※Ｐ23～24 参照 

 若い年代（20～30 代）に資格取得意識が低い傾向が伺える。事業所調査では、キャリアに応じた給与

体系を整備しているとの回答が 50％を超過しているが、キャリアアップすれば給与の増加に繋がること

を知らない、または、キャリアアップを必要としない（現況維持でよい、給与アップを望まない）のでは

ないかと考えられる。 

 

調査結果⑨ キャリア（介護職員調査票 問８－１）※Ｐ26 参照 

若い年代はファーストキャリア層が多く、年齢が上がるほど、セカンドキャリア層が多くなる傾向であ

る。 

このことから、人材確保のキーは、若い年代のセカンドキャリア層を増やすことだと考えられる。この

層が増加することにより、全体の人数も増加すると考えられることから、若年層を取り込む新たな施策

が必要である。 

 

調査結果⑩ 就労情報の取得先（介護職員調査票 問９－２）※Ｐ28 参照 

どの年代も、ハローワーク、織り込みチラシから情報を得ている率が高く、求人募集チラシは効果的で

あると言えるが、ハローワークに求人募集しても応募がないとの事業所の声もある。 

逆に言えば、ハローワーク、織り込みチラシから情報を得ている人しか就労に繋がっていないと思われ

る。 

スマホ・タブレットもハローワークに並んで率が高い。ここにターゲットを絞れば、新たな層の人材確

保につながると考えられる。 

また、友人・知人の口コミの影響力は大きい。特に外国人は顕著である。 
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４ 課題解決に向けた取組の推進案                            

（１）行政の支援策                                  

・Ｉ・Ｊ・Ｕターン者で介護職に就職される方やＥＰＡ、技能実習制度等で就労される外国人へのインセ

ンティブの導入検討（家賃補助等の住環境の保障）。 

・滋賀県社会福祉協議会と市との補助事業で重複する部分が多い。整理して公表する。 

 

（２）介護サービス事業者の対応                                  

・専門職として働く意識をもっていただくことや、介護職として資質の向上を図ることを目的に、専門教

育・研修等を実施し、キャリアアップの推進を行う（複数の事業所での合同開催も検討）。 

・夏季休暇中等の学生に PR 等を行い、期間雇用を促進し、福祉・介護職の採用促進を図る。 

・求人募集において、新聞等の求人広告やスマホ・タブレット、口コミ等の効果的な利用を図る。 

 

（３）行政・事業者協働で対応                             

・介護職としての職員の育成には一定年数が必要と考えることから、新規採用を推進すると同時に、定着

を促進する必要がある。 

・ＡＩの導入や介護ロボットの導入促進により介護現場における負担軽減の推進を図る。 

・３Ｋ、６Ｋの仕事としてのイメージが大きいが、一方で「やりがいのある仕事」や「未経験でも給料が

良い」、「自分の時間が作りやすい」といった待遇面での評価もあることから、ネガティブなイメージを

一新し、イメージアップを図る。 

⇒ポジティブキャンペーンの実施 

   ・市民イベントへ介護ブースの出展 

   ・学校進路担当教職員へ、介護職についての理解を深めてもらう研修の企画 

   ・ＰＴＡ研修として介護職の出前講座を実施 

・定着という観点から、介護職の悩みごと等を相談できる窓口の設置やメンタルヘルスケアのしくみの

検討等を行う。 

・外国人雇用に向けた情報の収集や発信、交換等の推進。 
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５ 参考資料                            

（１）事業所調査票                                  
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（２）介護職員調査票                                  

 



42 

 

 

 



43 

 

 

 



44 

 
 



45 

 

 



46 

 



47 

 


